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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 



○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

作物統計調査 農林水産大臣 承認事項の変更 

水稲に係る作況調査及び

共済減収調査における調査

方法ついて、従前の職員調

査の一部で調査員調査を併

用 

 

H26.5.30 

農業経営統計調査 農林水産大臣 承認事項の変更 

調査方法について、従前

の職員調査の一部で調査員

調査を併用 

 

H26.5.30 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H26.5.9 純粋持株会社実態調査 経 済 産 業 大 臣

H26.5.12 サービス産業動向調査 総 務 大 臣

H26.5.29
家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験
調査

環 境 大 臣

H26.5.30 就労条件総合調査 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.5.7
特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート
調査」

埼 玉 県 知 事

H26.5.9
特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート
調査」

さ い た ま 市 長

H26.5.12 消費税増税後の地域経済状況調査 宮 崎 県 知 事

H26.5.16 静岡市重症心身障がい児（者）支援事業ニーズ調査 静 岡 市 長

H26.5.19 第12期　市政アドバイザー　第４回意識調査 神 戸 市 長

H26.5.22 滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査 滋 賀 県 知 事

H26.5.26 手話に関するアンケート 鳥 取 県 知 事

H26.5.28 いわて女性の活躍促進に関するアンケート 岩 手 県 知 事

H26.5.28 ミドルエイジ（35歳～54歳層）の採用に関する調査 大 阪 府 知 事

H26.5.28 児童生徒の食生活等実態調査 香 川 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.5.8 佐賀県労働条件等実態調査 佐 賀 県 知 事

H26.5.14 賃金等調査 福 岡 県 知 事

H26.5.19
東京の中小企業の現状に関するアンケート調査（流通産業
編）

東 京 都 知 事

H26.5.26 広島県職場環境実態調査 広 島 県 知 事

H26.5.27 北九州市障害児・者等実態調査 北 九 州 市 長

H26.5.30 工業基本調査 栃 木 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 作物統計調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

作物統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕

地及び作物の生産に関する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備するこ

とを目的とする。 

【沿 革】 昭和２２年に開始し、昭和２５年から指定統計調査として実施している。昭

和５４年には、一部調査事項について調査項目の区分及び調査期日の変更を行っ

た。平成１４年には、（１）関連する承認統計調査を含めた調査体系の整備、（２）

調査対象品目の選定基準の策定、（３）調査票の統廃合、ＯＣＲ化等を実施した。

平成１７年には、（１）作付予定面積調査及び野菜・果樹に係る予想収穫量調査

の廃止、（２）てんさい・さとうきびに関する作付面積調査及び予想収穫量・収

穫量調査の郵送調査化等の変更を行った。平成１９年には、（１）かんしょ及び

甘味資源作物（てんさい及びさとうきび）に係る予想収穫量調査の廃止、（２）

耕地面積調査及び水稲に係る作付面積調査において、調査員による実測調査の導

入、（３）水稲以外の作物に係る作付面積調査については農業協同組合その他の

関係団体を対象に、水稲以外の作物に係る収穫量調査については関係団体及び標

本経営体を対象に往復郵送化をそれぞれ実施した。統計法の全部改正に伴い、平

成２１年４月から基幹統計調査に移行している。 

【調査の構成】 １－耕地面積調査 ２－作付面積調査 ３－作柄概況調査 ４－予想収

穫量調査 ５－収穫量調査 ６－被害応急調査 ７－共済減収調査 

【公 表】 インターネット及び印刷物（各公表の公表予定時期については、おおむね次

のとおり。１．耕地面積調査は、１０月下旬、２．作付面積調査は、作物ごとに

それぞれ６月中旬～翌年の２月上旬の間、３．作柄概況調査は、７月～９月の各

下旬、４．予想収穫量調査は、１０月下旬、５．収穫量調査は作物ごとにそれぞ

れ６月中旬～翌年５月下旬までの間、６．被害応急調査は、原則として四半期ご

と及び天災融資法発動の際、７．共済減収調査は、各作物ごとに調査実施後３か

月以内。） 

【備 考】 今回の変更は、水稲に係る作況調査及び共済減収調査について従来の職員調

査に加えて調査員調査を導入するものである。 

※ 

【調査票名】 １－耕地面積調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配
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布）職員又は調査員による実測調査 （取集）職員又は調査員による実測調

査 （記入）他計 （把握時）毎年７月１５日現在 （系統）地方農政局が

所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農

政局、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農林水

産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－地方農政局、北海道：農林

水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林水産省－北海道農政事務所、

沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、地方農政

局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りま

とめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～７月下旬 

【調査事項】 １．耕地の田畑別面積、２．耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

※ 

【調査票名】 ２－作付面積調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

又は５年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） 

（単位）圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．

農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、

その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）７，８２０／２６９２

０（水稲を除く） （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲

以外の作物（郵送） （取集）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水

稲以外の作物（郵送） （記入）併用 （把握時）作物により、７月１５日、

９月１日又は収穫期 （系統）地方農政局が所在する府県であって地域セン

ターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所

在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地

域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－報告者、北海道：農林水産

省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、農林水産省－北海道農政事

務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産

省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者（水

稲については、調査員又は職員による実測調査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）水稲については、７月上旬～７月下旬。それ

以外の作物については、把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別作付面積 

※ 

【調査票名】 ３－作柄概況調査 
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【調査対象】 （地域）全国（７月１５日現在調査については、徳島県、高知県、宮崎県、

鹿児島県及び沖縄県） （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）水稲（職員又は調査員による実測調査） （取集）水稲（職員又は調査

員による実測調査） （記入）他計 （把握時）７月１５日、８月１５日及

びもみ数確定期 （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センター

が所在しない府県：農林水産省－地方農政局、地方農政局が所在する県であ

って地域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター、

農林水産省－地方農政局、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域セ

ンター、農林水産省－北海道農政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を

除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センタ

ー） 

【周期・期日】 （周期）年３回 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 水稲の時期別の作柄概況 

※ 

【調査票名】 ４－予想収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）水稲（職員又は調査員による実測調査） （取集）水稲（職員又は調査

員による実測調査） （記入）他計 （把握時）毎年１０月１５日現在 （系

統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農

林水産省－地方農政局、地方農政局が所在する県であって地域センターが所

在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－地方農政

局、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林水産省－

北海道農政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－

地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１０月中旬 

【調査事項】 水稲の予想収穫量 

※ 

【調査票名】 ５－収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

又は５年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） 

（単位）圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．

農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、
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その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）約９５０００／約１０

０００００ （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲以外の

作物（郵送） （取集）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲以外

の作物（郵送） （記入）併用 （把握時）作物ごとの収穫期 （系統）地

方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産

省－地方農政局－報告者、地方農政局が所在する県であって地域センターが

所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、農林水産省

－地方農政局－報告者、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域セン

ター－報告者、農林水産省－北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産

省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者、地方農政局が所在

しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域

センター－（地域センター）－報告者（水稲については、職員による実測調

査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別収穫量（水稲にあってはその災害種類別の被害量、果樹及び

野菜にあっては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

※ 

【調査票名】 ６－被害応急調査 

【調査対象】 （地域）作物について重大な被害が発生したと認められる地域 （単位）

圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）職員による実測調査 （取集）職員による実

測調査 （記入）他計 （把握時）農作物に重大な被害が発生したとき （系

統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農

林水産省－地方農政局、地方農政局が所在する県であって地域センターが所

在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－地方農政

局、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林水産省－

北海道農政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－

地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）農作物に重大な被害が発生したと認められる

場合、速やかに行う。 

【調査事項】 災害を受けた作物（作物について重大な災害等が発生したと認められる地

域内にある作物の栽培の用に供される土地のうちからセンターの長が選定

した土地において栽培される作物）の災害種類別作付面積及び被害量 

※ 
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【調査票名】 ７－共済減収調査 

【調査対象】 （地域）農作物、畑作物及び果樹共済事業を実施する都道府県のうち、当

該作物ごとに農林水産省統計部長が定める都道府県 （単位）圃場 （属性）

圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）職員又は調査員による実測調査 （取集）

職員又は調査員による実測調査 （記入）他計 （把握時）作物により、収

穫期又は暴風雨が発生したとき （系統）地方農政局が所在する府県であっ

て地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局、地方農政局が

所在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－

地域センター、農林水産省－地方農政局、北海道：農林水産省－北海道農政

事務所－地域センター、農林水産省－北海道農政事務所、沖縄県：農林水産

省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、地方農政局が所在しない都

府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター

－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）原則として収穫期に行う。ただし、りんご、

ぶどう、なし及びももについては、暴風雨が発生した場合、速やかに行う。 

【調査事項】 作物（農業災害補償法第８４条第１項第１号、第４号及び第６号に掲げる

作物の栽培の用に供される土地のうちから当該作物の種類ごとに抽出した

土地において栽培される当該作物）の種類別共済基準減収量及び当該基準減

収量に係る作付面積  
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【調査名】 農業経営統計調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

農業経営統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、農業経営

体の経営及び農産物の生産費の実態を明らかにするとともに、農業行政に必要な

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 従来の農家経済調査（指定統計第３６号）及び米生産費統計調査（指定統計

第１００号）並びに米以外の農産物、畜産物及び繭の生産費調査（承認統計調査）

を整理・統合し、新たに指定統計として指定され、平成６年７月から調査を実施

している。その後、家計費に係る調査の家計調査（指定統計第５６号）への一元

化に伴い、本調査から家計収支の実態を明らかにする部分が削除されるとともに、

自給的農家が調査対象から除外され、平成１２年１月から適用されている。また、

平成１８年１月から、農家以外の農業経営体（組織経営体）のうち、会社や法人

組織経営について自計による郵送調査（郵送回収）を導入した。そして、平成２

４年１月から、１．「なたね、そば等生産費調査」（一般統計調査）との統合や調

査対象範囲の変更による調査体系の変更、２．調査方法の多様化（決算書類等の

活用、オンライン調査の導入）等を行って実施している。調査の実施に当たって

は、東日本大震災への対応として、被災地域を調査対象から除外し、標本を再配

分する措置が取られた。 

【調査の構成】 １－現金出納帳 ２－作業日誌 ３－経営台帳（個別経営体用） ４－

経営台帳（組織法人経営体用） ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（営農類型別経営統計：調査実施年の翌年７月、

１０月、農畜産物生産費統計：調査実施年の翌年６月、７月、８月、１０月） 

【備 考】 今回の変更は、職員調査によっていた部分について調査員調査の併用を導入

するものである。 

※ 

【調査票名】 １－現金出納帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年世界農林業センサス、平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配

布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農
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林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－

報告者、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、

農林水産省－北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県

（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．収入・支出（農業経営に係る贈り物・もらい物を含む。）、２．家計ま

たは農業生産関連事業に使った生産物（自営に使用する生産費該当生産物）、

３．農外等収入、４．農外等支出 

※ 

【調査票名】 ２－作業日誌 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年世界農林業センサス、平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配

布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農

林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－

報告者、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、

農林水産省－北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県

（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．作業区分、作業者名、１日当たり標準労働時間、作業日、２．労働時

間（日付、作物名、作業内容、家族・住み込みの年雇及び雇用別労働時間）、

３．生産費該当品目に使用した資材（品名、数量） 

※ 

【調査票名】 ３－経営台帳（個別経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１

０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，８６６／２，８１５，９８８ （配
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布）職員又は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職

員調査） （記入）併用 （把握時）年末現在 （系統）地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農

林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－

報告者、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、

農林水産省－北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県

（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．世帯員（氏名、性別、生年月、就業状況等）、２．土地（１）総括表

（種類、地目、ほ場名・地番、土地台帳面積又は総面積、課税評価額、負担

割合等）、（２）異動表（移動事由、異動年月、種類、地目、異動後の地目、

異動面積）、３．建物及び自動車・農機具（１）総括表（種類、構造、新古

区分、取得年月、取得価額、年始め延べ面積、農業、農外、家計の負担割合、

部門別の負担割合等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、構造、異

動延べ面積）、４．植物（１）総括表（種類、品種、植栽年月、取得価額又

は成園価額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、

品種、植栽年月、異動面積）、５．牛馬（１）総括表（種類、品種、販売目

的区分、性別、生産年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭

数等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、性別、生産年月、

成畜に達した年月、頭数等）、６．中小動物（種類、品種、性別、生産年月、

取得年月、頭羽数）、７．現物在庫（１）未処分農産物（品目、数量）、（２）

農業生産資材（品目、該当部門、数量）、８．現金・預貯金等及び借入金（１）

現金・預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年始め現在高、農業負担割合、

年末現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金（区分、名称、年

始現在高、負担割合、年末現在高、負担割合）、９．自給牧草（１）作付面

積・生産量（種類、作付面積、牧草生産量、収穫回数）、（２）牧草費用価減

価償却配賦表（資産等、種類、構造・型式、牧草名等）、１０．調査客体概

況（１）営農類型別統計関連項目、（２）農産物生産費統計関連共通項目、（３）

米生産費統計関連項目、（４）麦類・大豆・畑作物生産費統計、（５）牛乳生

産費・肉用牛生産費・肥育豚生産費統計関連共通項目、（６）牛乳生産費統

計関連項目、（７）子牛生産費統計関連項目、（８）肥育豚生産費統計関連項

目 

※ 
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【調査票名】 ４－経営台帳（組織法人経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）２０１０年世界農林業センサス、平

成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３６９／１０，５９７ （配布）職員又

は統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職員調査） （記

入）併用 （把握時）年末現在 （系統）地方農政局が所在する府県であっ

て地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方

農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方

農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－報告者、北海

道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、農林水産省－

北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－

農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．貸借対照表（１）固定資産細分配賦表（植物及び動物、建物・構築物

及び自動車・農機具、土地、その他）、（２）流動資産・繰延資産・負債・資

本科目配賦表、２．損益計算書（１）農業収入、（２）農業生産関連事業収

入の内訳、（３）制度受取金、積立金等の内訳、（４）農作業受託収入の内訳、

（５）事業収入計、（６）事業外収支の内訳、（７）科目配賦表、（８）法人

税等引当額、３．調査客体概況（１）水陸稲、麦類、雑穀、豆類、いも類、

工芸農作物及び飼料作物の作付面積等、（２）野菜及び花きの作付面積、（３）

果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）畜産物の販売状況等、（５）農

作業受託及び生産調整田面積、（６）構成員の状況等、（７）事業従事者数、

（８）投資と資金、（９）経営耕地面積等、（１０）決算期 

※ 

【調査票名】 ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物

の販売を目的とする経営体 （抽出枠）平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１２／３，７２７ （配布）職員又は

統計調査員 （取集）調査員・郵送・オンライン・その他（職員調査） （記

入）併用 （把握時）年末現在 （系統）地方農政局が所在する府県であっ

て地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方

農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方

農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－報告者、北海
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道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、農林水産省－

北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－

農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．建物及び自動車・農機具（１）総括表（種類、構造、新古区分、取得

年月、取得価額、年始め延べ面積、農業、農外、家計の負担割合、部門別の

負担割合等）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、構造、異動延べ面

積）、２．植物（１）総括表（種類、品種、植栽年月、取得価額又は成園価

額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、植

栽年月、異動面積）、３．牛馬（１）総括表（種類、品種、販売目的区分、

性別、生産年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭数等）、（２）

異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、性別、生産年月、成畜に達した

年月、頭数等）、４．中小動物（種類、品種、性別、生産年月、取得年月、

頭羽数）、５．現物在庫（１）未処分農産物（品目、数量）、（２）農業生産

資材（品名、該当部門、数量）、６．現金・預貯金等及び借入金（１）現金・

預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年始め現在高、農業負担割合、年末

現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金（区分、名称、年始現

在高、負担割合、年末現在高、負担割合）、７．調査客体概況（１）水陸稲、

麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物及び飼料作物の作付け面積等、（２）

野菜及び花きの作付面積、（３）果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）

畜産物の販売状況等、（５）農作業受託及び生産調整田面積、（６）構成員の

状況等、（７）事業従事者数、（８）経営耕地面積等、（９）決算期 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 純粋持株会社実態調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月９日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ 

【目 的】 本調査は、我が国の純粋持株会社の活動の実態を明らかにし、純粋持株会社

に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－純粋持株会社実態調査票 

【公 表】 インターネット／印刷物 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲の変更、報告を求める者の数の変更、報告を

求めるために用いる方法（オンラインを導入）、調査の周期（毎年→１回限り）

等である。 

※ 

【調査票名】 １－純粋持株会社実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）他の会社の株式を所有することに

より、当該会社の活動を支配することを主たる事業とする企業 （抽出枠）

経済センサスー基礎調査結果名簿を基本とし、他の公的統計等をもとに補正

して母集団名簿を作成する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）約１１００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年３月末日 （系統）

経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）毎年５月１６日～７月１５日 

【調査事項】 １．純粋持株会社（単体）の概要、２．純粋持株会社（単体）の業務内容

及び従業者数、３．純粋持株会社（単体）の子会社・関連会社の保有数と増

減、４．子会社・関連会社への金融機能の実態、５．純粋持株会社（単体）

の資産・負債とグループとの関係、６．産業財産権の保有状況・管理体制、

７．役員数及び企業統治、８．売上高・営業収益、９．グループ全体として

見た場合の事業内容の区分  
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【調査名】 サービス産業動向調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月１２日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部経済統計課 

【目 的】 サービス産業の生産・雇用等の状況を把握し、ＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ）

を始めとする各種経済指標の精度向上等に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２０年７月から開始された。平成２５年１月からは、企業単

位の調査を一部導入し、標本数を増加させる調査（以下「拡大調査」という。）

を毎年６月に実施するとともに、従前の調査員調査を郵送調査に変更することと

している。 

【調査の構成】 １－サービス産業動向調査１か月目用調査票（企業等用） ２－サービ

ス産業動向調査月次調査票（企業等用） ３－サービス産業動向調査拡大

調査票（企業等用） ４－サービス産業動向調査１か月目調査票（事業所

用） ５－サービス産業動向調査月次調査票（事業所用） ６－サービス

産業動向調査拡大調査票（事業所用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物 （月報（速報）：調査実施月の翌々月下旬、月報

（確報）：調査実施月の５か月後の下旬、年報（速報）：調査実施年の年末、年報

（確報）：調査実施年の翌年秋頃） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める期間の変更（拡大調査）、経済センサスからのデ

ータ移送（拡大調査（事業所分））である。 

※ 

【調査票名】 １－サービス産業動向調査１か月目用調査票（企業等用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋

持株会社」を除く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」（小分類「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分

類「学校教育」を除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業

団体」及び「福祉事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されない

もの）」（中分類「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）

に属する資本金等が１億以上の企業等（ただし、「固定電気通信業」、「移動

電気通信業」、「公共放送業（有線放送業を除く）」、「鉄道業」、「航空運輸業」、

「郵便業（信書便事業）」については、資本金等が１億円未満の企業等も含

めるとする） （抽出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調査

及び事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）総

- 16 -



務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）調査実施月の翌月２０日 

【調査事項】 １．事業活動別月間売上高（収入額）、２．事業活動別需要の状況、３．

事業従事者数及び内訳 

※ 

【調査票名】 ２－サービス産業動向調査月次調査票（企業等用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋

持株会社」を除く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」（小分類「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分

類「学校教育」を除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業

団体」及び「福祉事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されない

もの）」（中分類「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）

に属する資本金等が１億以上の企業等（ただし、「固定電気通信業」、「移動

電気通信業」、「公共放送業（有線放送業を除く）」、「鉄道業」、「航空運輸業」、

「郵便業（信書便事業）」については、資本金等が１億円未満の企業等も含

めるとする） （抽出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調査

及び事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）総

務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）調査実施月の翌月２０日 

【調査事項】 １．事業活動別月間売上高（収入額）、２．事業活動別需要の状況、３．

事業従事者数及び内訳 

※ 

【調査票名】 ３－サービス産業動向調査拡大調査票（企業等用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サー

ビス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋持株会社」を除

く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」（小分類

「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分類「学校教育」を

除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業団体」及び「福祉

事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されないもの）」（中分類「政

治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）に属する資本金

等が１億以上の企業等（ただし、「固定電気通信業」、「移動電気通信業」、「公
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共放送業（有線放送業を除く）」、「鉄道業」、「航空運輸業」、「郵便業（信書

便事業）」については、資本金等が１億円未満の企業等も含めるとする） （抽

出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調査及び事業所母集団デ

ータベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，５００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年６月末現在 （系統）

総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年６月末～７月末 

【調査事項】 １．経営組織及び資本金等の額、２．企業等の事業活動の内容、３．売上

高の計上期間、４．事業活動別年間売上高（収入額）等、５．事業活動別都

道府県別年間売上高（収入額）、６．事業活動別事業従事者数及び内訳 

※ 

【調査票名】 ４－サービス産業動向調査１か月目調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分

類「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋

持株会社」を除く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」（小分類「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分

類「学校教育」を除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業

団体」及び「福祉事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されない

もの）」（中分類「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）

に属する事業所（主な中分類ごとに設けられている小分類「管理、補助的経

済活動を行う事業所」及び、企業票で調査対象となった企業の傘下に属する

事業所を除く） （抽出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調

査及び事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６，０００／２，７４０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎月末現在 （系統）総務省－民間事業者－報告書 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）調査実施月の翌月２０日 

【調査事項】 １．月間売上高（収入額）、２．需要の状況、３．事業所の主な事業活動

の種類、４．事業従事者数及び内訳 

※ 

【調査票名】 ５－サービス産業動向調査月次調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分

類「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋
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持株会社」を除く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」（小分類「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分

類「学校教育」を除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業

団体」及び「福祉事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されない

もの）」（中分類「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）

に属する事業所（主な中分類ごとに設けられている小分類「管理、補助的経

済活動を行う事業所」及び、企業票で調査対象となった企業の傘下に属する

事業所を除く） （抽出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調

査及び事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６，０００／２，７４０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎月末現在 （系統）総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）調査実施月の翌月２０日 

【調査事項】 １．月間売上高（収入額）、２．需要の状況、３．事業従事者数及び内訳 

※ 

【調査票名】 ６－サービス産業動向調査拡大調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分

類「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」（中分類「学術・開発研究機関」及び細分類「純粋

持株会社」を除く。）、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」（小分類「家事サービス業」を除く。）、「教育，学習支援業」（中分

類「学校教育」を除く。）、「医療，福祉」（小分類「保健所」、「社会保険事業

団体」及び「福祉事務所」を除く。）及び「サービス業（他に分類されない

もの）」（中分類「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。）

に属する事業所（主な中分類ごとに設けられている小分類「管理、補助的経

済活動を行う事業所」及び、企業票で調査対象となった企業の傘下に属する

事業所を除く） （抽出枠）センサス－基礎調査又は経済センサス－活動調

査及び事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６７，０００／２，６７０，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎年６月末現在 （系統）総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年６月末～７月末 

【調査事項】 １．経営組織及び資本金等の額、２．売上高の計上期間、３．年間売上高

（収入額）等、４．事業所の主な事業活動の種類、５．事業従事者数及び内

訳  

- 19 -



【調査名】 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査全国試験調査

（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月２９日 

【実施機関】 環境省地球環境局総務課低炭素社会推進室 

【目 的】 本調査は、家庭部門からの二酸化炭素排出量の効果的な削減対策の推進や立

案、削減計画の策定などの基礎資料となる統計調査を創設するにあたり、その全

国規模での試験的な調査として、家庭における詳細な二酸化炭素排出実態を把握

して、当該統計調査の設計の検討に資する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－エネルギー使用量調査票、２－冬季調査票、３－世帯調査票 

【公 表】 インターネット（ｅ－Ｓｔａｔ等） 

※ 

【調査票名】 １－エネルギー使用量調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯を対象

とする。 （抽出枠）住民基本台帳・インターネット調査モニター 

【調査方法】 （選定）無作為抽出・有意抽出（モニター調査） （客体数）１５，００

０／４８，２８１，０００ （配布）調査員・郵送・オンライン （取集）

調査員・郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２６年１０月か

ら平成２７年９月までの毎月（１２か月間） （系統）環境省－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月～平成２７年９月 

【調査事項】 １．月別エネルギー使用量等、２．属性変化等、３．使用エネルギー等（※

平成２６年１０月分（初回）調査のみ） 

※ 

【調査票名】 ２－冬季調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯を対象

とする。 （抽出枠）住民基本台帳・インターネット調査モニター 

【調査方法】 （選定）無作為抽出・有意抽出（モニター調査） （客体数）１５，００

０／４８，２８１，０００ （配布）調査員・郵送・オンライン （取集）

調査員・郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年３月末時

点 （系統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月～平成２７年９月 

【調査事項】 １．暖房について、２．冬季の給湯について 

※ 

【調査票名】 ３－世帯調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）専用住宅に居住する主世帯を対象

とする。 （抽出枠）住民基本台帳・インターネット調査モニター 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出・有意抽出（モニター調査） （客体数）１５，００

０／４８，２８１，０００ （配布）調査員・郵送・オンライン （取集）

調査員・郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年８月末時

点 （系統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月～平成２７年９月 

【調査事項】 １．世帯について、２．住宅について、３．家電製品等について、４．給

湯について、５．コンロ・調理について、６．車両について  
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【調査名】 就労条件総合調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年５月３０日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 

【目 的】 本調査は、主要産業における企業の労働時間制度、定年制等及び賃金制度等

について総合的に調査し、我が国の民間企業における就労条件の現状を明らかに

することを目的とする。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査 調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の１０月、詳細：調査実施年

の翌年１月） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、調査事項及び報告を求め

る者の一部変更である。 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の大分類のうち、

「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」（その他の生活関

連サービス業のうち、家事サービス業を除く。）、「教育，学習支援業」、「医

療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」

（政治・経済・文化団体、宗教及び外国公務を除く。）に属し、常用労働者

３０人以上の民営企業 （抽出枠）平成２４年経済センサス－基礎調査結果

名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，３００／１７９，０００ （配布）

郵送・調査員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）

自計 （把握時）毎年１月１日現在（一部の項目については、基準日の前年

１月から１２月までの１年間又は基準日の前々年４月から前年３月までの

１年間） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月１日～翌年１月３１日（ただし、

廃止や規模縮小により対象外となった企業の代替分の調査については、３

月１０日までとする。） 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項（１）企業の名称、（２）本社の所在地、（３）

企業の主な生産品の名称又は事業の内容、（４）企業全体の全常用労働者数、

（５）労働組合の有無、（６）期間を定めずに雇われている労働者数、（７）

企業にある業務、２．労働時間制度に関する事項（１）所定労働時間、（２）

週休制、（３）年間休日総数、（４）年次有給休暇、（５）変形労働時間制、（６）
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みなし労働時間制、３．定年制等に関する事項（１）定年制、（２）定年後

の措置、４．賃金制度に関する事項（１）時間外労働の割増賃金率、、（２）

諸手当 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」

（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月７日 

【実施機関】 埼玉県環境部大気環境課 

【目 的】 東日本大震災以降、喫緊の課題となっている大規模災害発生時における化学

物質の環境リスク対策を推進するため特定化学物質適正管理指針の改正を検討

するに当たり、その基礎資料として特定化学物質等取扱事業所における現状を把

握する必要があるため。 

【調査の構成】 １－特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」

票 

※ 

【調査票名】 １－特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」票 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域（ただし、独自に条例を有するさいたま市を除く） （単

位）事業所 （属性）特定化学物質等取扱事業所（さいたま市を除く） 埼

玉県生活環境保全条例により県に対して取扱量を報告する義務が課されて

いる、「特定化学物質等」を５００ｋｇ以上取り扱う事業所。 （抽出枠）

特定化学物質等取扱事業所（さいたま市を除く） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４４５ （配布）郵送・オンライン・その

他（ＦＡＸ） （取集）郵送・オンライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自

計 （把握時）平成２６年５月 （系統）埼玉県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年５月３０日 

【調査事項】 １．大規模災害発生時において化学物質に起因する環境リスクの低減を図

るためのマニュアル作成の有無及びその進捗状況、２．大規模災害時の環境

リスク（火災や漏えい等）を低減するために取っている具体的な対策、３．

電源喪失時の対策の有無及びその方法、４．大規模災害発生時の指揮命令系

統の確保等のために措置済みのもの、５．従業員教育・訓練のために実施済

みのもの、６．環境リスクの程度を把握する方法の採用の有無、及び内容  
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【調査名】 特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」

（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月９日 

【実施機関】 さいたま市環境局環境共生部環境対策課 

【目 的】 東日本大震災以降、喫緊の課題となっている大規模災害発生時における化学

物質の環境リスク対策を推進するため必要とされる特定化学物質適正管理指針

の改正にあたり、その基礎資料を収集し、特定化学物質等取扱事業所における現

状を把握するため。 

【調査の構成】 １－特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」

票 

※ 

【調査票名】 １－特定化学物質等取扱事業所「大規模災害に関するアンケート調査」票 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）事業所 （属性）特定化学物質等取扱

事業所（さいたま市生活環境の保全に関する条例により市への報告義務が課

されている、「特定化学物質等」を５００ｋｇ以上取り扱う事業所。） （抽

出枠）特定化学物質等取扱事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５１ （配布）郵送 （取集）郵送・その他

（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）平成２６年５月 （系統）さいたま

市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年５月３０日 

【調査事項】 １．大規模災害を想定した、化学物質に起因する環境リスク低減を図るた

めのマニュアルの作成の有無及びその進捗状況、２．大規模災害時の事故防

止のために取っている具体的な対策、３．電源喪失時の対策の有無及びその

方法、４．大規模災害発生時の指揮命令系統の確保等のために措置済みのも

の、５．従業員教育・訓練のために実施済みのもの、６．環境リスクの程度

を把握する方法の採用の有無及び内容  
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【調査名】 消費税増税後の地域経済状況調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月１２日 

【実施機関】 宮崎県総合政策部統計調査課 

【目 的】 平成２６年４月に実施された消費税増税について、その後の宮崎県経済への

影響を把握し、今後の政策に生かすための基礎資料を得る ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－消費税増税後の地域経済状況調査票（事業所用）、２－消費税増税後

の地域経済状況調査票（団体用） 

※ 

【調査票名】 １－消費税増税後の地域経済状況調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所及び経済関係団体 （属性）県内に

所在する事業所及び経済関係団体 （抽出枠）景気や増税の影響を受けやす

いと考えられる事業所及び経済関係団体から有意抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）約２００／５０，０００ （配布）郵送・

オンライン・その他 （職員、ＦＡ Ｘ 、電話） （取集）郵送・オンラ

イン・その他 （職員、ＦＡ Ｘ 、電話） （記入）自計 （把握時）平

成２６年４月から９月まで （系統）宮崎県－報告者 

【周期・期日】 （周期）平成２６年５月・７月・９月の３回限り （実施期日）平成２

６年５月・７月・９月のそれぞれの中旬～下旬 

【調査事項】 消費税増税の影響、現在の業況、今後の業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ２－消費税増税後の地域経済状況調査票（団体用） 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所及び経済関係団体 （属性）県内に

所在する事業所及び経済関係団体 （抽出枠）景気や増税の影響を受けやす

いと考えられる事業所及び経済関係団体から有意抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）約５０／５００ （配布）郵送・オンライ

ン・その他 （職員、ＦＡ Ｘ 、電話） （取集）郵送・オンライン・そ

の他 （職員、ＦＡ Ｘ 、電話） （記入）自計 （把握時）平成２６年

４月から９月まで （系統）宮崎県－報告者 

【周期・期日】 （周期）平成２６年５月・７月・９月の３回限り （実施期日）平成２

６年５月・７月・９月のそれぞれの中旬～下旬 

【調査事項】 消費税増税の影響、現在の業況、今後の業況の見通し  
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【調査名】 静岡市重症心身障がい児（者）支援事業ニーズ調査（平成２６年届

出） 

【受理年月日】 平成２６年５月１６日 

【実施機関】 静岡市保健福祉局福祉部障害者福祉課 

【目 的】 重度の心身障がいのある児童および成人が必要とする支援の実態を把握し、

必要な施策を行うための基礎とする。 

【調査の構成】 １－静岡市重症心身障がい児（者）支援事業ニーズ調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡市重症心身障がい児（者）支援事業ニーズ調査票 

【調査対象】 （地域）静岡市内 （単位）個人 （属性）肢体不自由１級又は２級の身

体障害者手帳及び療育手帳Ａを所有している児（者） （抽出枠）静岡市福

祉システムに登録のある上記属性的範囲の該当者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２６年７月１日（一部の項目については、平成２６年

３月３１日現在 （系統）静岡市 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年７月１日から７月１５日まで 

【調査事項】 性別、住まい、医療ケア、介護者、日中の活動、福祉サービス利用状況  
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【調査名】 第１２期 市政アドバイザー 第４回意識調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月１９日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関する意識を市

の事業や施策を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１２期 市政アドバイザー 第４回意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－第１２期 市政アドバイザー 第４回意識調査票 

【調査対象】 （地域）市内全域 （単位）市民 （属性）２０歳以上、８０歳未満の市

民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０６２／１，１７０，９３０ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系

統）神戸市 － 報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年６月１７日～６月３０日 

【調査事項】 １．消費税に関する事項、２．地球温暖化に関する事項、３．住宅の耐震

化に関する事項、４．男女共同参画に関する事項、５．防犯カメラの設置に

関する事項  
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【調査名】 滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２２日 

【実施機関】 滋賀県健康福祉部子ども・青少年局企画・家庭福祉チーム 

【目 的】 ひとり親家庭等（母子家庭、父子家庭およびひとり暮ら し寡婦）の生活実

態を把握し、福祉施策の構築および推進にあたり必要な基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査票（母子家庭用）、２－滋賀県ひ

とり親家庭等生活実態調査票（父子家庭用）、３－滋賀県ひとり親家庭等生

活実態調査票（ひとり暮らし寡婦用） 

※ 

【調査票名】 １－滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査票（母子家庭用） 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）母子家庭 （属性）母子家庭 （抽出枠）母

集団名簿 （母子家庭：児童扶養手当受給資格者台帳および福祉医療受給券

台帳） 

【調査方法】 （選定）層化一段無作為抽出法（母子家庭：市町村別母子家庭世帯数比例

割当数） （客体数）約４０００／１４６８１ （母集団数：母子家庭（１

３１４２）、父子家庭（１３０４）、ひとり暮らし寡婦（２３５）） （配布）

郵送・その他 （市町職員） （取集）郵送・その他 （市町職員） （記

入）自計 （ただし、外国人（日本語調査票が解読できない場合）には、市

町に配置の通訳者を介してヒ アリングにより実施。） （把握時）平成２

６年６月１日 （系統）配布：滋賀県－民間事業者－報告者、回収：報告者

－滋賀県、報告者－市町－滋賀県（報告者が外国人で、日本語調査票が解読

できない場合） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年６月１日～６月３０日 

【調査事項】 １－世帯の状況、２－ひとり親家庭となった経緯、３－養育費および面会

交流の状況、４－住居の状況、５－就労状況、６－生計の状況、７－家事・

健康の状況、７－子どもの状況、８－支援施策について 

※ 

【調査票名】 ２－滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査票（父子家庭用） 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）父子家庭 （属性）父子家庭 （抽出枠）母

集団名簿（父子家庭：児童扶養手当受給資格者台帳および福祉医療受給券台

帳） 

【調査方法】 （選定）層化一段無作為抽出法（父子家庭：市町村別父子家庭世帯数比例

割当数） （客体数）約４０００／１４６８１ （母集団数：母子家庭（１

３１４２）、父子家庭（１３０４）、ひとり暮らし寡婦（２３５）） （配布）

郵送・その他 （市町職員） （取集）郵送・その他 （市町職員） （記

入）自計 （ただし、外国人（日本語調査票が解読できない場合）には、市
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町に配置の通訳者を介してヒ アリングにより実施。） （把握時）平成２

６年６月１日 （系統）配布：滋賀県－民間事業者－報告者、回収：報告者

－滋賀県、報告者－市町－滋賀県（報告者が外国人で、日本語調査票が解読

できない場合） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年６月１日～６月３０日 

【調査事項】 １－世帯の状況、２－ひとり親家庭となった経緯、３－養育費および面会

交流の状況、４－住居の状況、５－就労状況、６－生計の状況、７－家事・

健康の状況、７－子どもの状況、８－支援施策について 

※ 

【調査票名】 ３－滋賀県ひとり親家庭等生活実態調査票（ひとり暮らし寡婦用） 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）ひとり暮らし （属性）ひとり暮ら し寡婦 

（ひとり暮らし寡婦については、現にひとり暮 らしの４０歳以上６５歳未

満の配偶者のいない女子とする（ただし、未婚かつ子のない者は除く。）） 

（抽出枠）母集団名簿 （福祉医療受給券台帳） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）約４０００／１４６８１ （母集団数：母子家

庭（１３１４２）、父子家庭（１３０４）、ひとり暮らし寡婦（２３５）） （配

布）郵送・その他 （市町職員） （取集）郵送・その他 （市町職員） （記

入）自計 （ただし、外国人（日本語調査粟が解読できない場合）には、市

町に配置の通訳者を介してヒ アリングにより実施。） （把握時）平成２

６年６月１日 （系統）配布：滋賀県－民間事業者－報告者、回収：報告者

－滋賀県、報告者－市町－滋賀県（報告者が外国人で、日本語調査票が解読

できない場合） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年６月１日～６月３０日 

【調査事項】 １－世帯の状況、２－ひとり親家庭となった経緯、３－養育費および面会

交流の状況、４－住居の状況、５－就労状況、６－生計の状況、７－家事・

健康の状況、７－子どもの状況、８－支援施策について  
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【調査名】 手話に関するアンケート（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２６日 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部障がい福祉課 

【目 的】 平成２５年１０月に成立した鳥取県手話言語条例に基づき、総合的・計画的

に手話の普及、手話が使いやすい環境整備を進めるため、１０年後の鳥取県が目

指すべき方向性を示す「鳥取県手話施策推進計画」を策定することにした。この

計画案の検討に当たっては、ろう者、手話通訳者等の経験談、県民の手話に対す

る認識などを考慮してより効果的な計画を策定したいと考えており、アンケート

はこれらの経験談、認識を把握することを目的としている。 

【調査の構成】 １－手話に関するアンケート票（ろう者）、２－手話に関するアンケート

票（手話関係者）、３－手話に関するアンケート票（県民） 

※ 

【調査票名】 １－手話に関するアンケート票（ろう者） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）ろう者 （属性）ろう者 （抽出枠）ろう

者、手話関係者アンケートの趣旨を考慮し、当事者であるろう者及び手話関

係者等を抽出 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００／５００ （配布）その他（電子メール、

ファクシミリ、直接記入） （取集）郵送・オンライン・その他（電子メー

ル、ファクシミリ、直接記入） （記入）自計・他計 （把握時）平成２６

年６月７日～７月２５日のうち、報告者が調査票に記入した日 （系統）鳥

取県－関係団体－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年６月７日～７月２５日 

【調査事項】 ろう者を取り巻く状況 

※ 

【調査票名】 ２－手話に関するアンケート票（手話関係者） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）手話関係者 （属性）１．手話通訳者、手

話奉仕員、２．全国手話通訳問題研究会鳥取支部、手話サークル （抽出枠）

ろう者、手話関係者アンケートの趣旨を考慮し、当事者であるろう者及び手

話関係者等を抽出 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２００／４５０ （配布）郵送 （取集）郵送・

オンライン・その他（電子メール、ファクシミリ） （記入） （把握時）

平成２６年６月７日～７月２５日のうち、報告者が調査票に記入した日 

（系統）１．鳥取県－関係団体－報告者（全国手話通訳問題研究会鳥取支部、

手話サークル）、２．鳥取県－報告者（手話通訳者、手話奉仕員） 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年６月７日～７月２５日 

【調査事項】 １．ろう者を取り巻く状況、２．手話関係者を取り巻く状況、３．手話学
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習に関する意欲等 

※ 

【調査票名】 ３－手話に関するアンケート票（県民） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）県民 （属性）県民（県政参画電子アンケ

ート会員） （抽出枠）ろう者、手話関係者アンケートの趣旨を考慮し、当

事者であるろう者及び手話関係者等を抽出 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７０ （配布）その他（電子メール） （取

集）オンライン （記入） （把握時）平成２６年６月７日～７月２５日の

うち、報告者が調査票に記入した日 （系統）鳥取県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年６月７日～７月２５日 

【調査事項】 １．ろう者を取り巻く状況、２．手話関係者を取り巻く状況、３．手話学

習に関する意欲等  
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【調査名】 いわて女性の活躍促進に関するアンケート（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２８日 

【実施機関】 岩手県環境生活部若者女性協働推進課 

【目 的】 岩手県における女性の活躍促進に係る事業所等の現状とニーズを把握し、女

性の活躍促進を効果的に進めるための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－いわて女性の活躍促進に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－いわて女性の活躍促進に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）事業所 （属性）岩手県内に所在する従業者

規模１０人以上の民営事業所 （抽出枠）２０１４年版岩手会社年鑑から、

従業者規模１０人以上の事業所を対象とし、従業者規模１００人以上の事業

所は全て、１００人未満事業所は無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／１２，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年６月３０日現在、

平成２５年度期末時点：平均年齢（男女別）、平均勤続年数（男女別） （系

統）県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年７月１日～平成２６年７月

３１日 

【調査事項】 １－事業所の概要、２－事業所の現状 （１．常用労働者数（男女別）、

２．管理職数（男女別）、３．役員数（男女別）、４．女性登用目標の有無及

び有の場合はその内容、５．平均年齢（男女別）、６．平均勤続年数（男女

別）、７．注記）、３－女性の活躍促進について （１．女性管理職・役員に

関する事項、２．女性従業員の職業意識の向上に関する事項、３．女性のキ

ャリア形成（就業継続）に関する事項、４．女性の能力発揮のための行政施

策に関する事項）  
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【調査名】 ミドルエイジ（３５歳～５４歳層）の採用に関する調査（平成２６

年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２８日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 小子化の進行に伴って若年人口や若年就業者の減少が見込まれる中で、高度

な経営課題へ対応しつつ、事業基盤の強化を図っていく上で、企業等法人におい

ては就業経験やスキルを持つ３５～５４歳のミドルエイジの人材活用が今後一

層重要性を増すと考えられる。こうした中で、離職したミドルエイジの求職者を、

より的確かつ円滑に就業に結びつけていく社会的必要性が高まってきている。本

調査は、このような状況を踏まえ、企業等法人におけるミドルエイジの採用状況

や採用選考の方針やポイント、採用の課題等について明らかにし、大阪府の実施

している職業訓練を始めとする雇用推進のためのより効果的な施策検討のため

の基礎資料を提供することを目的とする。 

【調査の構成】 １－ミドルエイジ（３５歳～５４歳層）の採用に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－ミドルエイジ（３５歳～５４歳層）の採用に関する調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府内全域 （単位）法人 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、

小売業」、「金融業、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・

技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽

業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」、「サービス業（他に分類されない

もの）」に属する法人のうち、企業常用雇用者２０人以上の規模のもの （抽

出枠）事業所母集団データベース（平成２４年次フレーム（更新版）） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２１，４７５ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年５月末日 （系統）

大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年６月２５日～７月１５日 

【調査事項】 １．企業・法人の概要、２．企業・法人の社員・職員の状況、３．最近３

年間のミドルエイジの採用の状況と今後の方向、４．仕事と生活の両立支援  
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【調査名】 児童生徒の食生活等実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２８日 

【実施機関】 香川県教育委員会事務局保健体育課 

【目 的】 本調査は、児童生徒の家庭における食生活等の実態を把握し、学校給食の食

事内容の改善や食に関する指導の充実に役立てるとともに、家庭との連携を深め

ることにより、児童生徒の望ましい食習慣作りを図るための検討の基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－食物摂取頻度調査調査票、２－食生活アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－食物摂取頻度調査調査票 

【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）児童生徒 （属性）小学校５年生児童、

中学校２年生生徒 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／１８，２００ （配布）その

他（学校で調査） （取集）その他（学校で調査） （記入）自計 （把握

時）調査実施年の７月 （系統）県教育委員会－市町（学校組合）教育委員

会－該当小中学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）３～４年 （実施期日）６月下旬～８月下旬 

【調査事項】 家庭における児童生徒の食品群等の食物摂取頻度等 

※ 

【調査票名】 ２－食生活アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）児童生徒 （属性）小学校５年生児童、

中学校２年生生徒 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／１８，２００ （配布）その

他（学校で調査） （取集）その他（学校で調査） （記入）自計 （把握

時）調査実施年の７月 （系統）県教育委員会－市町（学校組合）教育委員

会－該当小中学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）３～４年 （実施期日）６月下旬～８月下旬 

【調査事項】 食習慣等の状況 
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（２）変更 

【調査名】 佐賀県労働条件等実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月８日 

【実施機関】 佐賀県農林水産商工本部雇用労働課 

【目 的】 佐賀県内の民間企業に雇用されている労働者の労働時間、その他の労働条件

に関する基本的事項を調査し、その実態を明らかにして佐賀県内事業所の労働環

境の整備を図るための施策の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－佐賀県労働条件等実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者及び報告を求める事項の変更等である。 

※ 

【調査票名】 １－佐賀県労働条件等実態調査票 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医

療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」

に属する従業者規模（常用雇用）が３０人以上の民間事業所 （抽出枠）平

成２４年経済センサス－活動調査 調査区別民営事業所名簿データより無

作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３５０／１，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年８月３１日現在 （系統）佐賀県

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月末日～９月１６日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．労働時間制度、３．育児・介護休業等制度、４．

その他の制度  
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【調査名】 賃金等調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月１４日 

【実施機関】 福岡県福祉労働部労働局労働政策課 

【目 的】 県内の民営事業所に雇用される常用労働者及びパートタイム労働者の平均賃

金等労働条件の実態及び賃上げの状況を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－賃金等調査票１ ２－賃金等調査票２ 

【備 考】 今回は、報告を求める事項、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－賃金等調査票１ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）従業者数３０人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサスの事業所名簿のうち、従業員

数３０人以上の事業所を地区別、産業別に無作為に抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２２６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在又は７

月１か月間 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～８月中旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．７月の従業員の平均支給賃金額等、３．新規学卒

者の初任給、４．モデル賃金（「諸手当の支給状況」「モデル退職金」「モデ

ル賃金」の３項目を交代で調査）、５．休日・休暇の現況 

※ 

【調査票名】 ２－賃金等調査票２ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）従業者数３０人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサスの事業所名簿のうち、従業員

数３０人以上の事業所を地区別、産業別に無作為に抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２２６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在又は７

月１か月間 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～８月中旬 

【調査事項】 １．事業所の名称、組合員の平均勤続年数、平均年齢、２．春季賃上げ要

求・妥結状況、３．夏季一時金要求・妥結状況、４．年末一時金要求・妥結

状況  
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【調査名】 東京の中小企業の現状に関するアンケート調査（流通産業編）（平成

２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月１９日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、東京都産業労働局商工部調整課が「東京の中小企業の現状」を作

成するために実施する。「東京の中小企業の現状」は、東京都内に立地する中小

企業の経営実態を実証的に把握し、経営活動と経営環境に対する認識状況等の分

析を通じて、都内で経営を維持発展させていくための経営課題等を抽出するとと

もに、産業振興のための課題を検討することを目的とする。今年度は流通産業を

対象として作成する。 

【調査の構成】 １－「東京の中小企業の現状」アンケート調査（卸売業） 調査票、 ２

－「東京の中小企業の現状」アンケート調査（小売業） 調査票 

【備 考】 今回は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項、報告を求め

る期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－「東京の中小企業の現状」アンケート調査（卸売業） 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）企業 （属性）中小企

業基本法に基づく中小企業で、卸売業、小売業に分類される企業（常用雇用

者規模１００人以下又は資本金１億万円以下） （抽出枠）事業所母集団デ

ータベース・平成２４年次フレーム（更新版） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２６，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）６月３０日時点 （系統）東

京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）発送：７月中旬、提出期限：７月下旬～８

月上旬 

【調査事項】 １．回答企業の属性（従業者規模、創業年、資本金、業種等）、２．創業

（経緯、事業承継等）、３．売上高等の業績（売上高、経常損益等）、４．販

売活動の状況（販売先の変化、問題点等）、５．その他 

※ 

【調査票名】 ２－「東京の中小企業の現状」アンケート調査（小売業） 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）企業 （属性）中小企

業基本法に基づく中小企業で、卸売業、小売業に分類される企業（常用雇用

者規模５０人以下又は資本金５千万円以下） （抽出枠）事業所母集団デー

タベース・平成２４年次フレーム（更新版） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／２９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）６月３０日時点 （系統）東
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京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）発送：７月中旬、提出期限：７月下旬～８

月上旬 

【調査事項】 １．回答企業の属性（従業者規模、創業年、資本金、業種等）、２．創業

（経緯、事業承継等）、３．売上高等の業績（売上高、経常損益等）、４．販

売活動の状況（販売先の変化、問題点等）、５．その他  
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【調査名】 広島県職場環境実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２６日 

【実施機関】 広島県商工労働局雇用労働政策課 

【目 的】 本調査は、広島県内の企業における職場環境の整備状況等の実態を調査して

明らかにし、効果的な行政施策を行うための基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－事業主調査票、２－男性従業員調査票、３－女性従業員調査票、４

－パートタイム従業員調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及び報

告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－事業主調査票 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）事業所 （属性）事業所母集団データベ

ース（平成２４年次フレーム（更新版））において常用労働者数１０人以上

の民営の本所（単独事業所を含む。）事業所（農林漁業及び鉱業を除く産業

に属する。） （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２４年次フレー

ム（更新版））対象企業等名簿を用いて、無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／１１，２８５ （配布）郵

送 （取集）郵送・その他（ＦＡＸ回答可） （記入）自計 （把握時）毎

年６月１日 （系統）県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年６月１日～１９日 

【調査事項】 事業所の状況、事業所の従業員の状況、女性の配置・昇進、女性のキャリ

ア形成、仕事と育児の両立、仕事と介護の両立、仕事と家庭の両立、セクシ

ュアルハラスメント、パワーハラスメント、障害者の雇用、高年齢者の雇用、

若年者の雇用、大学生等のインターンシップ、非正規社員の処遇改善等、行

政への要望 

※ 

【調査票名】 ２－男性従業員調査票 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）男性正社員 （属性）事業主調査票の対

象事業所に勤務する男性正社員 （抽出枠）事業主調査票の対象事業所にお

いて、男性正社員１名を無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵

送・その他（ＦＡＸ回答可） （記入）自計 （把握時）毎年６月１日 （系

統）県－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）毎年６月１日～１９日 

【調査事項】 働いている事業所と自分自身について、就業意識について、キャリアアッ

プ、女性の能力発揮、管理職への登用、仕事と育児の両立、仕事と介護の両
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立、仕事と家庭の両立、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、

行政への要望 

※ 

【調査票名】 ３－女性従業員調査票 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）女性正社員 （属性）事業主調査票の対

象事業所に勤務する女性正社員 （抽出枠）事業主調査票の対象事業所にお

いて、女性正社員１名を無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵

送・その他（ＦＡＸ回答可） （記入）自計 （把握時）毎年６月１日 （系

統）県－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）毎年６月１日～１９日 

【調査事項】 働いている事業所と自分自身について、就業意識について、キャリアアッ

プ、女性の能力発揮、管理職への登用、仕事と育児の両立、仕事と介護の両

立、仕事と家庭の両立、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、

行政への要望 

※ 

【調査票名】 ４－パートタイム従業員調査票 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）パートタイム従業員 （属性）事業主調

査票の対象事業所に勤務するパートタイム従業員 （抽出枠）事業主調査票

の対象事業所において、パートタイム従業員１名を無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵

送・その他（ＦＡＸ回答可） （記入）自計 （把握時）毎年６月１日 （系

統）県－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）毎年６月１日～１９日 

【調査事項】 働いている事業所と自分自身について、就業意識について、キャリアアッ

プ、女性の能力発揮、管理職への登用、仕事と育児の両立、仕事と介護の両

立、仕事と家庭の両立、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、

行政への要望  
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【調査名】 北九州市障害児・者等実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月２７日 

【実施機関】 北九州市保健福祉局障害福祉部障害福祉課 

【目 的】 「北九州市障害福祉計画」策定の基礎資料とするために、北九州市内に居住

する障害児・者を対象に、その生活実態や本市の障害福祉施策に関する要望など

についての調査・分析を行う。 

【調査の構成】 １－身体障害者用調査票 、２－知的障害者用調査票、 ３－精神障害

者用調査票、４－障害児用調査票、５－発達障害者用調査票、６－難病患

者用調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求め

る事項及びその基準となる期日又は期間及び報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－身体障害者用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

身体障害者 （抽出枠）北九州市で保管している障害者手帳所持者の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，２００／５２，３０７ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系

統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 

【調査事項】 １．障害者自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．暮らし、４．収入、

５．仕事、６．外出状況、７．余暇活動や社会的活動 等 

※ 

【調査票名】 ２－知的障害者用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

知的障害者 （抽出枠）北九州市で保管している障害者手帳所持者の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／９，６３６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系統）

北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 

【調査事項】 １．障害者自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．暮らし、４．収入、

５．仕事、６．外出状況、７．余暇活動や社会的活動 等 

※ 

【調査票名】 ３－精神障害者用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

精神障害者 （抽出枠）北九州市で保管している障害者手帳所持者及び自立

支援医療（精神通院医療）対象者受給者証交付者の名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６００／１９，００７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系統）北

九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 

【調査事項】 １．障害者自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．入院中の方のこと、

４．通院の状況、５．通所の状況、６．入所中の方のこと、７．施設を利用

する際の不満・問題点について、８．心身の状況や日常生活のこと、９．生

きがいや将来の目標、１０．生活費や仕事等、１１．外出状況、１２．余暇

活動や社会的活動、 等 

※ 

【調査票名】 ４－障害児用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

身体及び知的障害児 （抽出枠）北九州市で保管している障害者手帳所持者

の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／２，７９６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系統）北

九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 

【調査事項】 １．障害児自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．暮らし、４．収入、

５．日常生活、６．学校教育、７．外出状況、８．余暇活動や社会的活動 等 

※ 

【調査票名】 ５－発達障害者用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

発達障害児・者 （抽出枠）関係団体から推薦された障害児・者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 

【調査事項】 １．障害児・者自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．暮らし、４．生

活費や仕事等、５．外出状況、６．余暇活動や社会的活動 等 

※ 

【調査票名】 ６－難病患者用調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）北九州市内に住民票のある

難病患者 （抽出枠）関係団体から推薦された障害児・者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２６年５月１日現在 （系統）北九州市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年６月下旬～７月中旬 
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【調査事項】 １．障害者自身のこと（年齢等）、２．住まい、３．暮らし、４．仕事、

５．外出状況、６．余暇活動や社会的活動 等  
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【調査名】 工業基本調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年５月３０日 

【実施機関】 栃木県産業労働観光部工業振興課 

【目 的】 県内製造業の実態を把握するとともに、平成２７年度に策定する「次期とち

ぎ産業プラン」の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－工業基本調査票 

【備 考】 今回は、報告を求める者、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期

間、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－工業基本調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に揚げ

る「製造業」に属し、従業者数が４人以上の事業所 （抽出枠）平成２４年

工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／４，５９０ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１日現在 （系統）

栃木県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２６年６月２５日～７月３１日 

【調査事項】 １．企業概要、２．経済取引・下請取引・雇用・技術・情報・資金調達・

市場開拓・新分野進出の実態、３．経営環境の変化、４．今後の経営方針、

６．行政への要望等 
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